
令和６年度物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金に係る実施事業の効果検証について（令和６年度計画分）

№ 事業名 総事業費（円） 交付金充当経費（円）
事業開始
年月日

事業完了
年月日

事業概要 実績（実施状況） 事業の効果検証・結果 担当課

1
低所得世帯支援金給付事業（追加交付分）
【低所得世帯支援金】

7,630,000 7,630,000 R5.12.22 R6.3.31

【令和5年度計画№1から一部繰越】
①物価高が続く中で低所得世帯への支援を行うことで、低所得の方々の生活を
維持する。
②低所得世帯への給付金及び事務費
③R５,R６の累計給付金額
R５年度分の住民税非課税世帯　3279世帯×70千円　　のうちR６計画分
④R５年度分の住民税非課税世帯　（3279世帯）

【令和5年度実績】（令和5年度計画№1）
　R5年度交付金分　3,167世帯

【令和6年度実績】
　R6年度交付金分　109世帯

支給実績合計　3,276世帯

物価高が続く中で低所得世帯への支援
を行うことで、低所得の方々の生活維
持が図られた。

福祉事務所

2 物価高騰対応重点支援給付金 165,227,553 156,847,553 R6.6.7 R7.3.21

①物価高が続く中で低所得世帯への支援を行うことで、低所得の方々の生活を
維持する。
②低所得世帯への給付金及び事務費
③R5,R6の累計給付金額
令和５年度均等割のみ課税世帯　532世帯×100千円、令和６年度非課税化世帯
250世帯×100千円、令和６年度均等割のみ課税化世帯　124世帯×100千円、子
ども加算　537人×50千円、定額減税を補足する給付の対象者　4583人
(110630千円）　　のうちR6計画分
事務費　7761千円
事務費の内容　　[需用費（事務用品等）　役務費（郵送料等）　業務委託料
使用料及び賃借料　人件費　として支出]
④低所得世帯等の給付対象世帯数（906世帯）、定額減税を補足する給付の対
象者数（4583人）

支給実績
　R6非課税化世帯　278世帯
　R6均等割のみ課税化世帯　131世帯
　子ども加算　31人
　調整給付　4993人　118,370,000円

物価高が続く中で低所得世帯への支援
を行うことで、低所得の方々の生活維
持が図られた。

福祉事務所

3
物価高騰対応重点支援給付金
（オンライン申請支援システム分）

2,956,800 2,956,800 R6.5.20 R6.7.8

①物価高が続く中で低所得世帯への支援を行うため、迅速かつ効率的な給付が
可能となるような、給付支援サービスを導入する。
②デジタル庁が構築する給付支援サービスの導入・初期費用
③給付支援サービスの導入・初期費用　2957千円
④給付対象者、地方公共団体

導入実績
　給付支援サービス　（株）NTTデータ
　　　　　　　　　　　　　2,956,800円
利用実績
　低所得者支援給付　 39件
　子ども加算給付　　 10件
　定額減税補足給付　662件

物価高が続く中で低所得世帯への支援
を行うための給付を、迅速かつ効率的
に実施することができた。

福祉事務所

4 物価高騰重点支援給付金事業 117,926,000 107,044,000 R7.1.23 R7.3.31

【令和7年度へ一部繰越（令和8年度効果検証予定）】
①物価高が続く中で低所得世帯への支援を行うことで、低所得の方々の生活を
維持する。
②低所得世帯への給付金及び事務費
③R６の累計給付金額
令和６年度住民税均等割非課税世帯　3527世帯×30千円、子ども加算　354人
×20千円　　のうちR６計画分
事務費　2584千円
事務費の内容　　[需用費（事務用品等）　役務費（郵送料等）　人件費　と
して支出]
④低所得世帯等の給付対象世帯数（3527世帯）

【令和6年度実績】
　R6支給実績
　　非課税世帯　3111世帯　93,330,000円
　　子ども加算　286人　5,720,000円

【令和8年度効果検証予定】 福祉事務所

5 交通事業者等燃料高騰対策事業 440,000 440,000 R7.3.5 R7.3.19

①原油・物価高騰などにより、極めて厳しい経営状況にある移動スーパー・交
通事業者に対して、負担軽減を図り、継続した経営につながるよう価格高騰の
影響額を支援する。
②事業補助金
③
　・事業補助金　　660千円
　　　移動スーパー（5事業者）　20千円× 5台＝ 100千円
　　　タクシー事業者（2事業者）援　20千円×18台＝ 360千円
　　　自動車運転代行業者への支援　20千円× 5台＝ 100千円
　　　福祉・介護タクシーへの支援　20千円× 5台＝ 100千円

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　➀～④ 合計　　660千円

　　【その他財源：一般財源　160千円】
④移動スーパー事業者、タクシー事業者、自動車運転代行業者、福祉・介護タ
クシー事業者

支援実績　8事業者　22台

原油・物価高騰などにより、極めて厳
しい経営状況にある移動スーパー・交
通事業者の負担軽減が図られた。

総合政策課

6 農業等経営継続サポート事業 13,063,000 11,060,000 R7.2.12 R7.3.26

①燃油や農業用資材等の価格高騰の影響を受けている農業者に対する支援（基
準収入ごとに定額　上限11.9万円）を行う。
②手数料、通信運搬費、事業補助金
③
　・手数料　129千円
　・通信運搬費　95千円
　・事業補助金　14,996千円
　　　　　　　【基準収入額】　　　　　　　                【上乗せ額】
   　　　　2,000万円以上　　　　　　　 　       　11.9万円以内×66件
  　　　　 1,000万円以上～2,000万円未満  　  5.9万円以内×73件
  　　　　   500万円以上～1,000万円未満       3万円以内×56件
 　　　　    400万円以上～  500万円未満     2.4万円以内×15件
  　　　　   300万円以上～  400万円未満     1.9万円以内×15件
   　　　　  300万円未満 　　　　　　　　　　     1.5万円以内×34件
　　【その他財源：一般財源　4,220千円】
④農業者

・通信運搬費　81,511円

・事業補助金
2,000万円以上　44件　5,236,000円
1,000万円以上　79件　4,661,000円
500万円以上　　63件　1,890,000円
400万円以上　　14件　  336,000円
300万円以上　　17件　　323,000円
300万円未満　　38件　　570,000円
　　　合計　　255件 13,016,000円

燃油や農業用資材等の価格高騰の影響
を受けている農業者の負担軽減が図ら
れた。

農業振興課



7
「今を活き抜く」和牛子牛物価高騰対策事
業

16,504,788 13,000,000 R7.2.12 R7.3.26

①配合飼料価格高騰などの影響を受けている畜産農家に対してセリ市に出場し
た雌子牛１頭当たり20千円を定額支援する。
②手数料、通信運搬費、事業補助金
③
　・手数料　111千円
　・通信運搬費　72千円
　・事業補助金　16,600千円
　　　セリ雌子牛売買頭数830頭×20千円＝16,600千円
　　【その他財源：一般財源　3,783千円】
④畜産農家

・通信運搬費　57,418円

・事業補助金　16,460,000円
　セリ雌子牛売買頭数823頭×20千円 配合飼料価格高騰などの影響を受けて

いる畜産農家の負担軽減が図られた。
農業振興課

8 水産業物価高騰支援事業 14,708,000 11,000,000 R7.2.5 R7.4.30

【令和7年度へ全額繰越（令和8年度効果検証予定）】
①燃油代、資材等（以下、燃油代等）の高騰により影響を受けている漁業経営
体の負担を軽減するため、令和6年4月から令和7年3月までに購入した燃油代等
の一部（2分の1）を支援する。
②手数料、事業補助金
③
　・手数料　94千円
　・事業補助金　14,614千円
　　　（燃油分）106経営体　10,109,062円≒10,110千円　（上限40万円）
　　　（資材分）106経営体　4,503,532円≒4,504千円　（上限10万円）
　　【その他財源：一般財源　3,708千円】
④漁業経営体（全106経営体）

【令和6年度実績なし】 【令和8年度効果検証予定】 農地水産林政課

9 物価高騰対策応援商品券事業 51,401,000 36,397,000 R7.2.6 R8.3.31

【令和7年度へ一部繰越（令和8年度効果検証予定）】
①原油価格や物価高騰による家計への影響を緩和するとともに、市内経済活動
を喚起するため、全世帯に対し、商品券（期間限定）5,000円分を配布する。
②消耗品費、印刷製本費、通信運搬費、委託料、事業補助金
③
　・消耗品費　500千円
　・通信運搬費　4,287千円
　・印刷製本費　3,000千円（チケット作成費）
　・委託料　939千円
　・事業補助金　42,675千円（5,000円×8,535世帯）
　　【その他財源：一般財源　15,004千円】
④市内全世帯

【令和6年度実績なし】 【令和8年度効果検証予定】
商工観光スポーツラ

ンド推進課


